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災害時要配慮者の当事者力を高める手法の開発 
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  At the time of disaster, "people with functional needs in time of disaster (PFND)" such as elderly people and disabled 
people suffer serious damage. After the Great East Japan Earthquake, it was pointed out that the root cause is in the 
disharmonization between welfare service of peacetime and disaster prevention / disaster prevention mechanism. In 
order to solve this root cause, it is necessary to prepare a plan in advance that the PFNDs took the initiative. In this 
research, we take up the disaster care plan preparation project in Beppu City as a model project and analyze the 
procedure of disaster care plan preparation work. Through this procedure, we examine whether the empowerment of 
the people with disabilities (PWD) improves disaster literacy and can be empowered PWDs. 
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１．はじめに 
(1) 問題背景 

災害が発生した際，高齢者や障がいのある人たちによ

り被害が集中するという事実は，2011年 3月 11日に発生

した東日本大震災での人的被害において，障がいのある

人の死亡率が全体死亡率の約 2 倍であったという報告か

ら広く知られるようになった 1, 2)．この差についてより詳

しくみると，地域差が存在するという点に目を向ける必

要がある．岩手・宮城・福島の 3 県で宮城でのみ障がい

のある人の死亡率が全体死亡率を 2 倍以上上回っており

（2.3倍），岩手では 1.3倍，福島では 0.8倍であった 3)． 
この地域差は宮城県で進められていたノーマライゼー

ション（障がいのある人が在宅で生活できるような福祉

環境づくり）の取り組みにおいて，防災・減災対策が抜

け落ちていたことに由来する．つまり平時の福祉サービ

スのしくみづくりと災害時の対応のしくみづくりが乖離

しており，その根本原因は福祉と防災を分けて考える縦

割り型の取り組みの在り方に依拠すると言える． 
上記の状態を解決するために重要なのが，2015 年の国

連防災世界会議で提唱された仙台防災枠組（Sendai 
Framework for Disaster Risk Reduction 2015-2030）にある

「私たちのことを，私たち抜きに決めないで(Nothing 
About Us Without Us)」の理念である．これは障害者権利

条約を作成するにあたって世界中の障害者の間でスロー

ガンとして用いられたものであり，その条約の根幹をな

す理念でもある．仙台防災枠組はこの理念にもとづき，

障害のある人自身が声を上げ防災・減災の取り組みに参

画することの重要性と必要性を明記している． 
障がいのある人が防災・減災の取り組みに主体的に関

わることの重要性・必要性は，ただ前述のように理念と

して謳われているだけでなく，被災した当事者やその関

係者の体験をもとにした実証研究からも示されている．

障害者の減災を実現する仙台イニシアティブ研究会

(2015)4)及び松川・立木(2015)5)は，東日本大震災で被災し

た障がい者を対象とした被災時の困りごと調査の結果か

ら，被災時に直面した困りごとを解決するには「個人情

報の地域での共有，アクセスビリティ保障，日頃からの

協働を通じた減災対策などの合理的配慮の提供」，「当

事者エンパワメントと地域コミュニティとの相互理解を

通じたストレングス構築」，「制度的対応を求めるソー

シャル・アクション」の 3 つの対応が必要であると提言

している．実効性のある個別計画の作成には，当事者自

身の防災力（以降，当事者力とする）当事者の主体的な

参加が必要不可欠であり，その手法開発は急務である． 

 
(2) 先行研究 

a) ぜい弱性を理解するための障害の社会モデル 

障がい者を含む災害時要配慮者の防災・減災について

考えるとき，彼らにあるぜい弱性を理解し解決方法を探

るために「障害の社会モデル」の視点が必要となる．障

害の社会モデルとは，従来の医療モデルのように障がい

の原因を個人の身体的な特性「インペアメント」として

捉え，その特性が行動の制限や，さらには社会生活の困

難をもたらすとし，課題解決の責任を個人に帰属させる

考え方ではなく，「インペアメント」を持つ人たちに配

慮できていない社会によって行動の制限や社会生活が困

難になり不利益を被ることを「ディスアビリティ」とし

て注目し，「ディスアビリティ」を生み出している社会

に責任を帰属させる考え方である 6, 7)．現在社会は障がい

を持たない人たちが便利な形で作り上げられており，す
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べての人が不利益を被らない社会をめざすには，障がい

の社会モデルの視点で社会を捉え，社会のもつ課題を明

らかにし，解決策を探る必要がある．そのためには，障

害者権利条約や仙台防災枠組が示すように障がい当事者

が主体的・積極的に声を上げていく必要がある．当事者

が声を上げ社会の変革を促せるようになることを「エン

パワメント」と呼び，防災において当事者エンパワメン

トを推進するには災害に対して正しく判断するための基

礎的な能力，「防災リテラシー」が重要となる． 
b) 当事者エンパワメントのための防災リテラシー 

防災リテラシーとは災害に対する基本的な能力のこと
8)で，「脅威の理解」「そなえ」「とっさの行動」の 3 つ

の要素によって成り立っている 9)（図 1）．本研究では，

この防災リテラシーを当事者力の代理変数とみなす．川

見・林・立木 (2016)10)は，兵庫県県民防災意識調査

（2015）の結果から，防災リテラシーが高い人は突発的

な災害などの不確実な損失へのリスクに対して適切な意

思決定ができると報告しており，防災リテラシーを当事

者力の操作的概念として分析を行うことは妥当であると

考える． 

 
図 1 防災リテラシー概念図 

 
 房・川見・立木(2017)11)は,「脅威の理解」「そなえ」

「とっさの行動」の 3 つの概念に基づき,障がい当事者向

けの防災リテラシー尺度の開発を行った．この研究では

障がい当事者 WS 及びインタビュー調査から 52 項目（う

ち「脅威の理解」12項目,「そなえ」24項目，「とっさの

行動」16 項目）の予備尺度を作成し，別府市での社会調

査データを用いて主成分分析及び信頼性分析を実施して

尺度を精査し，信頼性の高い尺度項目として「脅威の理

解」12項目，「そなえ」18項目，「とっさの行動」16項
目の計 46 項目を採用した． 
 この尺度を用いた防災リテラシー調査を，2016 年 1 月

15 日に実施された別府市亀川地区古市町での障がいのあ

る人の避難訓練の前後で実施したところ，避難訓練への

参加では 3 つの概念のうち「とっさの行動」のみ向上し

た 12)．避難訓練への参加だけでは十分ではなく，防災リ

テラシー向上，ひいては当事者力を向上させるには，脅

威を理解しそなえを実行するような知識・きっかけが必

要である． 

 
(3) 目的と意義 

 本研究の目的は，災害時要配慮者，特に障がいのある

人の当事者力を高めるような，防災・減災における要配

慮者対策の手法の開発とその効果の測定である．個別計

画の策定は，必要であるとされながらも策定方法そのも

のは示されておらず，現場で試行錯誤が繰り返されてい

る．本研究では，別府市での「災害時ケアプラン作成事

業」をモデルとして取り上げ，フィールド調査を通じて

作成手法を標準化するとともに，災害時ケアプラン作成

に参加することによる当事者力の変化を測る．当事者力

については，房ら(2017)11)が開発した防災リテラシー尺

度を用いて，防災・減災への取り組みにおいて障がい当

事者が参画することによる当事者力の変化について検討

を行う． 

 
２．方法 
(1) 対象地域 

別府市亀川地区古市町は別府市の北部に位置し，別府

湾に面している．人口は 1,346人（2016年 3月現在）で，

そのうち事業での対象者となっているのは南海トラフ巨

大地震では 4.71TP.mの津波が，別府湾自身では 3.43TP.m
の津波が想定されている．別府市は西方に連なる活火山

鶴見岳（1375m）を中心とした山々と海岸つなぐ扇状地

が特徴で，津波に備えて高台避難するための急で細い道

や階段が設置されている． 
 亀川地区には社会福祉法人太陽の家の本部があり，多

くの障がい者が働きながら自立して生活している．当事

者団体の動きも活発で，障害種別を超えた団体「福祉フ

ォーラム」があり，活発に活動している．この団体は別

府市が 2015 年に議会で可決した「障害のある人もない人

も安心して安全に暮らせる条例」の作成に深く関わって

おり，別府市でのインクルーシブな（だれも排除されな

い）社会，防災の推進の主要な動力源となっている． 
 その条例の内容を実践するために始まったのが，「災

害時ケアプラン作成事業」である．災害時ケアプランと

は，従前の様な縦割り型の取り組みを脱し，平時の福祉

と災害時の福祉的対応をひと続きにするために考えられ

た取り組みであり，平時のケアプランに災害時での注意

点や対応についての情報を結合させたものの事である．

内閣府が推進する個別非難支援計画と違い，避難行動か

ら避難生活，その後の生活再建までの必要な支援を切れ

目なく継続するために，事前に当事者を中心とした多機

関による連携でプランを作成する事業である．本研究で

は当該事業についての事例研究と，作成プロセスにおけ

る当事者力への効果について検討を行う． 

 
(2) 事例研究 

実際の災害時ケアプラン避難行動編の作成現場に足を

運び，作成手順を記録し，地域全体での避難訓練に参加

しプランの確認を行うまでの一連の流れに参加した．調

査者がすべての工程について直接調査した対象者は 2 名，

一部の工程について調査した対象者は 1 名である．現地

調査は大きく 3 工程あり，当事者力アセスメント（2017
年 11 月 7 日～9 日），災害時ケアプラン案作成のための

調整会議（2017 年 11 月 17 日～19 日），当事者も参加し

たインクルーシブな避難訓練（2017 年 12 月 10 日）につ

いて調査し記録した．記録をもとに作成手順について業

務分析を行い，標準的な業務手順を検討した． 

 
３．結果 
 別府市の事業名が「災害時ケアプラン」という名称な

のは，前述の通り平時と災害時の支援を切れ目なくする

ためである．平時と災害時の支援の最も大きな違いは，

災害時には平時に活用できる福祉サービスや事業所がす

べて停止しているということである．つまり，災害時の

当事者⼒＝防災リテラシー

理解

備え⾏動
災害について

の情報 適切な意思決定

防災リテラシーは災害について
の情報を適切に処理する能⼒
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支援は，公的な福祉サービス以外の資源を用いて必要な

支援を得ることが必要となる．災害時における初動（発

災当日）に最も活発に活動可能なのは，消防や警察の緊

援隊や自衛隊，DMAT などの災害時対応訓練を平時から

受けている専門職と，物理的に近距離に存在する同じ被

災者同士である．つまり平時には公的な福祉サービスに

頼っている支援を，災害時には活用可能な資源でいかに

対応するかを事前に考えることが必要となる．そのため，

別府市の事業では次の 6 つのステップで災害時ケアプラ

ンを作成し，作成したプランを継続的に確認・改善する

「災害時ケアプラン作成別府モデル」が考案された（図

2）．以下で，業務分析によるまとめた各ステップの概要

について述べる． 

 

 
図 2 災害時ケアプラン作成フロー図（別府モデル） 

 
図 3 あなたのまちの直下型地震による被害想定 

 
 まずステップ 1 では，災害時に活用できる第１の資源

として「当事者力」（災害時に向けてエンパワーするべ

き当事者の能力）のアセスメントを行う．これは，平時

にサービス等利用計画（ケアプラン）の作成・運用で日

常的に当事者と関わる事業者（相談支援専門員など）が，

当事者やその家族とともに，当事者の身体的な状態や住

環境，平時に利用している支援サービスを改めて確認す

るとともに，災害時に必要となるそなえを自覚するため

のステップである．具体的な方法は，まず別府市が公開

している被害想定について説明し，「あなたのまちの直

下型地震」13)を活用して，想定される地震によってライ

フラインがどの程度被害を受け，自身の生活がいかに影

響されるのかを確認する（図 3）．その後，「自分で作

る安心防災帳」14)を活用し，自身の当事者力および現在

でのそなえを客観的に確認し，今後実行すべきそなえに

ついて自覚する．そこで主に課題となるのが，隣近所と

のつながりといったインフォーマルな資源とつながって

いないことである． この当事者アセスメントを経て，当

事者自身と支援者が，当事者が持つこれから解決すべき

課題を自覚することができる． 
ステップ 2 では，居住地域の社会資源について網羅的

に確認する．具体的には，国勢調査などの統計データに

よる地域の現状分析や，災害時にも活用可能な人的・物

的資源などを確認することである．自治会や自主防災組

織，大家など，災害時に活用可能な社会資源については，

平時は当事者団体などの障がい者コミュニティ内で生活

を完結していることが多い当事者や，福祉サービスに関

してのつながりが主な相談支援専門員では確認が難しい

可能性があるため，コミュニティソーシャルワーカーや

行政の関係部局（危機管理や自治推進など）が必要とな

る． 

 
図 4 エコマップ 

 
ステップ 3 では，ステップ 1 で確認した当事者力をも

とに，関係するアクター（当事者，相談支援専門員，コ

ミュニティソーシャルワーカー，近隣者・自治会・自主

防災会などの地域支援者，行政の関係部局など）が一堂

に会し，災害時ケアプラン調整会議を開催する．相談支

援専門員が同伴することで当事者の声を確実に地域住民

に届けるとともに，当事者と地域支援者の橋渡しをコミ

ュニティソーシャルワーカーが担う．橋渡しを担うコミ

ュニティソーシャルワーカーは，関係団体・者の間を媒

介するために，事前の根回しや関係者との信頼関係の構

築が必要で，そのために多くの時間と労力を要する．調

整会議では，主として相談支援専門員が当事者の平時の

状況について地域支援者と共有化するとともに，災害時

に求められる近隣住民からの支援の中身について説明し，

支援を可能にするための具体的な方策と資源の確保や調

整を話し合いながら決めていく．その際には，福祉業界

で以前から用いられてきたエコマップという手法で，参

加者全員にわかる形で平時に活用している資源と災害時

に必要になる支援と資源を見える化する（図 4）． 
ステップ 4 では，調整会議で話し合った内容について

当事者と確認しながら，細部を詰めて災害時ケアプラン

（案）を作成する．この案は平時のケアプランの様式の

一部に追記する形でまとめる． 
ステップ 5 では，災害時ケアプラン（案）を文書化す

るとともに，「災害リスクの理解・必要な備え・とっさ

にとるべき行動」として当事者エンパワメントのために

当事者自身で努力するべき内容・目標の確認とそれに向

かって努力すること，支援が必要な場合にはちゃんと声

を上げ，そのために自身の情報を地域で共有することへ



 

 4 

の自己決定と同意をセットにして署名を行う． 
ステップ 6 では，地域全体のインクルーシブな避難訓

練に実際に参加し，ステップ 5 で作成した災害時ケアプ

ランにもとづいて行動し，その検証を行う．インクルー

シブな避難訓練とは，これまで別府市が実施してきた障

がい者による避難訓練とは違い，住民（自治会や自主防

災会）主体で実施する地域コミュニティ全体の避難訓練

に，障がいのある人も参加するものである．平時は自分

たち障がい当事者コミュニティ内で生活が完結すること

の多い障がい当事者にとっては，このインクルーシブな

避難訓練への参加が地域コミュニティでのデビューにな

る場合もある．これをきっかけに，地域住民との間の相

互理解が進められ，自助・共助力の両方の向上が期待で

きる． 
以上から，災害時ケアプランはプランという名称では

あるが，実際はプランを作成して完了するのではなく，

調整と実践と検証を継続的に繰り返すしくみづくりと，

その実行に必要な関係者同士をつなぎあうことが肝要で

ある． 
この分析結果にもとづき，災害時ケアプラン作成につ

いて学んでもらうための研修カリキュラムを開発した．

対象としては，実際に作業に当たる相談支援専門員とコ

ミュニティソーシャルワーカー，事業の推進にかかわる

危機管理や障害福祉の行政職員が想定される．お互いの

役割を理解してもらうだけでなく，関係者全体で共通の

理想・目標を共有し，同じ方向を向いて協働するための

基盤となるような知識・技術・ノウハウの要点を伝える

ものである．具体的には，別府市での取り組みと 6 つの

ステップについて説明している e-learning の映像教材と，

2 日間の座学と演習を含んだ研修カリキュラムを開発し

た．演習では，実際に障がい当事者にも講師やファシリ

テーターとして参加していただき障害の社会モデルの視

点を獲得できるような，障害平等教育（障害平等研修フ

ォーラム）も取り入れている．このカリキュラム開発は

試験的な研修実施と改善を繰り返しながら，引き続き継

続していく． 

 
４．おわりに 
 本研究により，以下のことが明らかになった．1)実効

性のある個別計画とは，単なる計画の策定ではなく，当

事者が主体的に参画しながら当事者エンパワメントを行

い，多様なインフォーマルな資源とつながるしくみを作

ることである，2)当事者エンパワメントは，防災・減災

の取り組みにおいては防災リテラシーを操作概念として

活用することが可能である，3)当事者が主体的に参画で

きる状況を整えるのに，行政・地域での多機関連携とそ

のための根回しが事前に必要となる，4)コミュニティソ

ーシャルワーカーが多様なステークホルダーの間に媒介

として関与し，調整することが重要となる，4)当事者エ

ンパワメントを向上させるためには，ただ支援を受ける

のではなく自助努力してそなえを実行し，支援が必要な

場合はちゃんと声を上げることについて自己決定すると

いうプロセスが重要である，ことが明らかになった． 
 これらの発見は避難行動編についての災害時ケアプラ

ン作成過程で発見された知見であり，今後避難生活編に

ついての事業を調査・研究することでまた違う知見が得

られると考える．引き続き別府市の事業を調査し，イン

クルーシブな防災・減災の実践の一助となるような業務

手順の標準化とノウハウの形式知化および研修カリキュ

ラム開発を進めていく． 
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